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年度末(3月末)の状況 【対応】
未着手・継続中or

完了

2 農林部 農村林務課 鳥獣被害未然防止について 　７月30日に市長へのメールを送ったが、まだ見ていらっしゃらないと
思うのでこの場で話をする。
　昨年より今年と年々気温の上昇は高まり、比例して鳥獣被害防止の
ために取り付けた、電気柵は草刈り作業を邪魔する。また、人口減少
に反比例して鳥獣の繁殖は著しい。電気柵、ワナ等に上限なしの補助
をしてほしい。補助率４分の３では根本的な解決にならない。条件不利
地の中山間地域の農地保全、景観維持には増やさないために、殺処
分を重点に据えた取り組みが必要である。
　５年前に大槌町のMOMIJI株式会社は、鹿を中心に年間200頭ほど殺
処分し、地域資源として有効活用され軌道に乗ったと聞いている。農水
省の鳥獣被害防止総合対策交付金や、移動式解体処理車のリース導
入補助等を活用したり、北海道で地域おこし協力隊が活動している。
　プロのハンターに指導・育成していただく環境を整えれば、営農意欲
の衰退、耕作放棄地の増加、農山地域の衰退を未然に防止すること
ができると考える。

　捕獲の取組については、進めているところである。イノシシについては捕獲が難しいという話もあるが、罠等も含めて今後も取り組んでいきたいと思っている。
　ジビエ等の活用については、そのような方が花巻市にいらっしゃるのであれば、市として支援できるものがあるとすれば、協議していきたいと思うが、現時点でそのようなお話はまだ伺っていない
ので、お話があれば協議していきたい。

　イノシシについては、罠による捕獲を行った。ジビエ等の活用については、そのような方が花巻市にいらっしゃるのであれば、市として支援できるものがあるとすれ
ば、協議していきたいと思うが、現時点でそのようなお話はまだ伺っていないので、お話があれば協議していきたい。

継続中

3 農林部 農村林務課 使用されていない橋につい
て

　自分の田んぼが浄水場の西側にあり、イノシシによって田んぼの畦
畔を崩された。
　使われていない橋を渡って山からイノシシが来ていると思う。
　自宅近くに土地改良区が管理している橋があり、相談したらフェンス
を作ってもらった。
　浄水場の取水口付近に４ｍほどのコンクリートの橋があり、廃材のパ
レットを置いては駄目か、道路課に相談したが、駄目だと断られた。
　実際にイノシシが来て困っているため、利用されていない橋に対して
イノシシが侵入できないようにすることはできないか。

当日回答なし

【農村林務課補足】
この付近にＡＩカメラを設置し、実際にイノシシがこの橋をどの程度渡るかを調査し、その結果をもって対策を検討する。

当該地区付近に今後ＡＩカメラを設置し、実際にイノシシがこの橋をどの程度渡るかの調査は継続中であり、その結果を踏まえて対策を検討する。

継続中

農村林務課1 農林部 イノシシやクマの対策につい
て

　今年も湯口地区内では、クマの出没はもとよりイノシシの目撃情報が
多く寄せられ、スマホに連絡がくる。特に鉛、下シ沢、大沢地区さらに
は鍋倉地区にまで餌を求めてイノシシが人里に降りて来て、ジャガイモ
等の根菜類の農作物をあさっている。
　また、草刈りを行った後からイノシシが餌となるミミズを求めて、土地
を掘り返す被害も出ている。
　これまでの被害実態把握と駆除や被害補償も含めて、対応と見通し
について伺いたい。

　はじめに、野生鳥獣による農作物被害の実態把握は、市職員が被害発生場所を調査するとともに、花巻農業協同組合、岩手県農業共済組合から情報提供を受けている。被害の状況について
は、地区別のデータはないが、岩手県が毎年実施している「野生鳥獣による農作物の被害状況調査」によると、市内の過去３年間の被害面積と金額は、令和４年度が5,886a、8,786万円、令和５年
度が4,687a、7,859万円、令和６年度が4,809a、7,440万円となっており、このうち、クマによる被害が果樹や米を中心に累計で1,731ａ、2,580万円、イノシシによる被害が米や麦を中心に累計で1,089
ａ、380万円となっている。農作物被害の補償については、岩手県農業共済組合による令和６年度の共済金の支払い実績は、クマによる被害に対するものはなく、イノシシ被害に関するもので13
件、1,721千円あまりであり、湯口地区の補償事例はない。
　今後の見通しは、被害面積は、有害鳥獣の生息域の拡大に伴い高止まり傾向が続くものと考えている。一方で、電気柵の普及や比較的単価の高い作物の被害防止対策の強化により減少傾向
にあるが、これから説明する様々な対策を継続して行うことで被害の軽減に努めていく。
　市では、これまでと同様、生息頭数を減らす捕獲の取組と農作物等を守る取組とを併せて実施する。生息頭数を減らす対策としての捕獲の取組については「花巻市鳥獣被害対策実施隊」が国
の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用して市内全域で捕獲活動を行っている。捕獲に関する国の交付金が、イノシシについては１頭当たりの単価が成獣は7,000円で幼獣が1,000円となってお
り、更に、捕獲した国の交付金への市単独での補助額の嵩上げを行っており、１頭当たり7,000円として、成獣１頭あたり国・市あわせて14,000円交付している。また、今年度からクマの捕獲も交付
金の対象になり、１頭当たり8,000円が交付している。
　その他、イノシシの被害が多い市の西部地域を重点地域とし、箱罠３機と遠隔操作が可能な囲い罠３機による捕獲を進めており、今後は出没状況や被害状況を考慮し設置場所を見直していく。
なお、令和６年度の市全体の捕獲頭数は、クマが14頭、イノシシが107頭、今年度は７月23日現在でクマが21頭、イノシシが45頭となっており、湯口地区は令和６年度がクマは実績なし、イノシシ７
頭、今年度は７月20日現在でクマは実績なし、イノシシ１頭となっている。
　農作物等を守る取組としては、鳥獣被害の防止に効果が認められるものとして全国各地で取り組まれている電気柵の設置を支援するため、電気柵設置者に対し、個人の場合、補助率３分の２、
農業者１名以上を含む３戸以上の団体の場合、補助率４分の３、いずれも上限なしとして補助金の交付しており、令和６年度の交付実績は135件、24,428,854円、今年度は７月23日現在で54件、
8,979,492円となっている。
　クマをはじめとする有害鳥獣の被害防止対策として、有害鳥獣を引き寄せる原因となりうる不要な果樹を除去するため、柿の木と栗の木の伐採経費に対して、伐採を委託する場合の補助率は２
分の１、ただし１本当たりの上限は150,000円、果樹の所有者自身が伐採する場合の補助率は１本当たり2,000円で、補助額総額の上限なしとして助成を行っており、令和６年度の交付実績は60
件、3,465,742円、今年度は７月23日現在で20件、1,566,500円となっている。
　あわせて、有害鳥獣が出没しづらい環境づくりとして、有害鳥獣の移動経路と思われる場所の草刈り等に取り組んでおり、今年度は市内６個所で草刈りを行う予定としている。さらに、クマの早期
発見・早期追い払いのため、クマがカメラに映った際に市の担当者に知らせが入るシステムのＡＩカメラを60台導入しており、このうち７月23日現在市内全域で54台設置し監視活動を行い、人身被
害防止に努めており、今後20台を追加で導入する予定である。
　また、市では、さらなるクマによる人身被害防止対策として、檻タイプの罠の導入、クマ撃退スプレーの購入支援や教育保育施設への配備を予定している。その他、クマ対策として、令和６年度
に岩手大学と連携し、市内太田地区において「ヘア・トラップ法」というクマの体毛を採取しＤＮＡ解析を行う方法を実施し、その結果、太田地区に異なる遺伝子を持つ30頭以上の個体の出没が確
認され、夏は人里周辺を、秋は山奥を使用している可能性も示された。また、これらの個体が市街地への出没に影響している可能性があることから、市街地出没の抑制や被害対策の観点から積
極的な捕獲事業が必要との見解も示された。このことから、市としては、有害性が高く、捕獲以外に被害を防ぐ有効な手段がないと判断された個体について捕獲を行うとともに、緊急時に岩手県か
ら市町村に配分された頭数の範囲内で市町村の判断により捕獲することが認められている特例許可による捕獲頭数が７月16日に上限の20頭に達したことから、同日県に対し特例許可頭数の配
分を増やしていただくよう要望したところ、県から追加希望調査があり、７月18日に20頭を追加するよう回答している。
　現在、県では「第６次ツキノワグマ管理計画」を策定中であり、その一環として県では県内全域のクマの頭数調査を行っており、令和６年度は奥羽山脈系で、令和７年度は北上高地系の調査を実
施する予定となっている。令和６年度の調査については現在集計中のため、市では県に対して調査地点など詳細について開示するよう働きかけており、開示された場合は調査結果を捕獲活動等
に活用していく。
　クマによる人身被害の状況は、花巻市においては、令和６年度及び今年度７月23日までに発生していないが、先月、北上市で死亡事故が発生した。この死亡事故はクマが住宅に侵入したことが
原因であることから、クマの餌となる米や飼料を保管している建物はもちろんのこと、住宅の玄関や勝手口の施錠を必ず行うようお願いする。先日、十二丁目でもクマが住宅に侵入した事例があっ
た。
　国は、全国でクマによる人身被害が多発していることに伴い、人に危害を与える鳥獣の銃器を使用した捕獲等に関する制度を創設する必要があると判断し、「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟
の適正化に関する法律」、いわゆる「鳥獣保護法」の一部を改正し、令和７年４月25日に公布した。主な改正内容は、市町村長は、危険鳥獣に指定されたヒグマ、ツキノワグマ、イノシシが人の日
常生活圏である住居や乗物などに侵入し、危険鳥獣による人身被害を防止する措置が緊急に必要で、銃猟以外の方法では的確かつ迅速に危険鳥獣を捕獲することが困難であり、避難等によっ
て地域住民に弾丸が到達するおそれがない場合には、危険鳥獣の銃猟をハンターに委託して実施させることができるというものである。また、「改正鳥獣保護法」の施行が令和７年９月に予定され
ており、国は自治体が円滑に緊急銃猟に着手できるよう、危険鳥獣が市街地に出没した際、発砲を認める条件や手順を示した「緊急銃猟ガイドライン」を令和７年７月８日に公表した。主な内容
は、緊急銃猟の基本的な考え⽅や実施の判断に関する事項、安全対策や捕獲の⽅法など事前準備から捕獲後に至るまでの各段階での必要な手順や留意事項である。
　今後、国では自治体向けに「改正鳥獣保護法」の運用の説明会や研修会を実施する予定であると伺っているが、現在、市では「改正鳥獣保護法」の施行に先立ち、人の日常生活圏に出没したク
マが人に危害を加える可能性が高い場合には、「警察官職務執行法」や現行の「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に基づき、猟銃によりツキノワグマを駆除することができ
るような仕組みを明確にするため、マニュアルの作成を進めている。
　有害鳥獣被害の防止には市民の皆様のご協力が必要であるが、市が行っている補助事業の湯口地区における利用実績については、電気柵購入に対する補助金の実績が令和６年度４件、
2,194,999円、今年度は７月23日現在で実績なし、不要な果樹の伐採経費に対する補助金の実績は令和６年度１件55,000円、今年度は７月23日現在で２件、66,550円となっていることから、積極的
な制度の利用をお願いする。特に、電気柵は広範囲に設置することでより被害防止効果を高めることが期待できることから、市では団体の場合の補助率を個人の場合と比較して高く設定し広域で
の設置を推進している。市が任用している有害鳥獣対策アドバイザーを地域に派遣し、地域ぐるみの広域での電気柵の設置方法を提案するなどの研修会を開催も可能なので、ぜひご検討のうえ
農村林務課にご相談していただければと思う。
　また、現在クマ撃退スプレーの購入補助を検討しており、事業要綱等を作成しているところである。

　市では、これまでと同様、生息頭数を減らす捕獲の取組と農作物等を守る取組とを併せて実施した。生息頭数を減らす対策としての捕獲の取組については「花巻
市鳥獣被害対策実施隊」が国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用して市内全域で捕獲活動を行った。捕獲に関する国の交付金が、イノシシについては１頭当
たりの単価が成獣は7,000円で幼獣が1,000円となっており、更に、捕獲した国の交付金への市単独での補助額の嵩上げを行っており、１頭当たり7,000円として、成
獣１頭あたり国・市あわせて14,000円交付している。また、昨年度からクマの捕獲も交付金の対象になり、１頭当たり8,000円を交付している。
　その他、イノシシの被害が多い市の西部地域を重点地域とし、箱罠３機と遠隔操作が可能な囲い罠３機による捕獲を進めている。なお、令和７年度の市全体の捕
獲頭数はクマが73頭、イノシシが162頭となっており、湯口地区の令和７年度の捕獲頭数はクマが４頭、イノシシが16頭となっている。
　農作物等を守る取組としては、鳥獣被害の防止に効果が認められるものとして全国各地で取り組まれている電気柵の設置を支援するため、電気柵設置者に対
し、個人の場合、補助率３分の２、農業者１名以上を含む３戸以上の団体の場合、補助率４分の３、いずれも上限なしとして補助金を交付した。令和７年度の交付実
績は99件、16,545,028円となっている。
　クマをはじめとする有害鳥獣の被害防止対策として、有害鳥獣を引き寄せる原因となりうる不要な果樹を除去するため、柿の木と栗の木の伐採経費に対して、伐
採を委託する場合の補助率は２分の１、ただし１本当たりの上限は150,000円、果樹の所有者自身が伐採する場合の補助率は１本当たり2,000円で、補助額総額の
上限なしとして助成を行っており、令和７年度の交付実績は121件、10,779,142円となっている。
　あわせて、有害鳥獣が出没しづらい環境づくりとして、有害鳥獣の移動経路と思われる場所として、今年度は市内６個所で草刈りを実施した。さらに、クマの早期
発見・早期追い払いのため、クマがカメラに映った際に市の担当者に知らせが入るシステムのＡＩカメラを１２0台導入して監視活動を行い、人身被害防止に努めた。
　また、市では、さらなるクマによる人身被害防止対策として、檻タイプの罠の導入、クマ撃退スプレーの購入支援や教育保育施設への配備を行った。その他、クマ
対策として、令和６年度に岩手大学と連携し、市内太田地区において「ヘア・トラップ法」というクマの体毛を採取しＤＮＡ解析を行う方法を実施し、その結果から、市
としては、有害性が高く、捕獲以外に被害を防ぐ有効な手段がないと判断された個体について捕獲を行うとともに、県に対し特例許可頭数の配分を増やしていただく
よう要望し、クマの捕獲を行った。
　現在、県では「第６次ツキノワグマ管理計画」を策定中であり、その一環として県では県内全域のクマの頭数調査を行っており、令和７年度は北上高地系の調査を
実施した。
　クマによる人身被害の状況は、花巻市においては、令和６年度は発生していないが、令和８年２月に１件発生した。また、昨年７月、北上市では死亡事故が発生し
た。この死亡事故はクマが住宅に侵入したことが原因であることから、クマの餌となる米や飼料を保管している建物はもちろんのこと、住宅の玄関や勝手口の施錠を
必ず行うよう周知を行った。また昨年、十二丁目でもクマが住宅に侵入した事例があった。
　国は、全国でクマによる人身被害が多発していることに伴い、人に危害を与える鳥獣の銃器を使用した捕獲等に関する制度を創設する必要があると判断し、「鳥
獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」、いわゆる「鳥獣保護法」の一部を改正し、令和７年４月25日に公布した。主な改正内容は、市町村長は、危
険鳥獣に指定されたヒグマ、ツキノワグマ、イノシシが人の日常生活圏である住居や乗物などに侵入し、危険鳥獣による人身被害を防止する措置が緊急に必要で、
銃猟以外の方法では的確かつ迅速に危険鳥獣を捕獲することが困難であり、避難等によって地域住民に弾丸が到達するおそれがない場合には、危険鳥獣の銃猟
をハンターに委託して実施させることができるというものである。また、「改正鳥獣保護法」の施行が令和７年９月に行われ、国は自治体が円滑に緊急銃猟に着手で
きるよう、危険鳥獣が市街地に出没した際、発砲を認める条件や手順を示した「緊急銃猟ガイドライン」を令和７年７月８日に公表した。主な内容は、緊急銃猟の基本

的な考え⽅や実施の判断に関する事項、安全対策や捕獲の⽅法など事前準備から捕獲後に至るまでの各段階での必要な手順や留意事項である。

　人の日常生活圏に出没したクマが人に危害を加える可能性が高い場合には、「警察官職務執行法」や現行の「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関す
る法律」に基づき、猟銃によりツキノワグマを駆除することができるような仕組みを明確にするため、市では１１月に「クマ等の銃猟・麻酔捕獲に関する対応マニュア
ル」を作成した。
　有害鳥獣被害の防止には市民の皆様のご協力が必要であるが、市が行っている補助事業の湯口地区における利用実績については、電気柵購入に対する補助
金の実績が令和７年度は３件で1,054,415円、不要な果樹の伐採経費に対する補助金の実績は令和７年度は２件、66,550円となっていることから、積極的な制度の
利用をお願いする。特に、電気柵は広範囲に設置することでより被害防止効果を高めることが期待できることから、市では団体の場合の補助率を個人の場合と比較
して高く設定し広域での設置を推進している。市が任用している有害鳥獣対策アドバイザーを地域に派遣し、地域ぐるみの広域での電気柵の設置方法を提案するな
どの研修会を開催も可能なので、ぜひご検討のうえ農村林務課にご相談していただければと思う。
　また、現在クマ撃退スプレーの購入補助事業要綱を作成した。

継続中
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■令和７年度市政懇談会記録（年度末対応状況） 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 担当部 担当課
参加者発言趣旨
（タイトル）

内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等）

年度末(3月末)の状況 【対応】
未着手・継続中or

完了

5 商工観光部 観光課 渡り温泉の運営と地域住民
の利用について

　６月29日をもって渡り温泉が閉館となり、大江戸温泉物語ホテルズ＆
リゾーツが取得するという報道がなされている。その施設では「湯のま
ちホッと交流事業での無料券」の利用や「大きなステージとホールを持
つ温泉施設」が地域の交流の場として今まで通り利用できるのか伺い
たい。

【観光課長】
　渡り温泉「ホテルさつき」、「別邸　楓」は、６月29日に閉館となり、６月30日に東京都に本社がある「大江戸温泉物語ホテルズ&リゾーツ株式会社」が土地と建物を取得したと発表があった。
　大江戸温泉物語では、温泉と料理を気軽に楽しむことができる料金設定の「スタンダードシリーズ」、解放感あふれた大浴場や、滞在中に何度も利用することができるプレミアムラウンジなど、家
族の楽しい時間や大人がくつろげる空間を満喫できる「プレミアムシリーズ」、わんちゃんとの家族旅行を楽しむ「わんわんリゾートシリーズ」、温泉や景色を楽しみ、館内の利用がすべて料金に含
まれる「オールインクルーシブ」の「ＴＡＯＹＡ（たおや）」の２ブランド３シリーズで事業を展開されているところである。
　渡り温泉は、大江戸温泉物語による改修工事の後、「プレミアムシリーズ」として令和７年12月頃のオープンが予定されているとお聞きしている。
　先月７月17日に市商工観光部長と観光課担当職員が東京の「大江戸温泉物語ホテルズ&リゾーツ」の本社を訪問し、同社代表取締役社長に、今後の経営方針や日帰り温泉の利用や、施設改
修の予定などについて伺ったところ、日帰り温泉の営業は実施予定であるが料金は現在調整中であること、市が実施している湯のまちホッと交流事業での利用については、今後検討していくとの
回答があった。
　また、ステージのあるホールの利用について伺ったところ、これまでステージが設けられていた場所はバイキング形式の食事会場に改修を予定しているとのことであった。なお、バイキング会場
とは別に、主に修学旅行生を受け入れるためのコンベンションルームも設置する予定であるが、オープン当初は基本的に日帰り宴会は受入れしない方針であるとのことで、地域の交流の場として
の利用は想定していないとの回答であった。ただし、１月～３月の冬季に地元の方々の会合があると伺っているとのことなので、時期を限定しながら、宴会の受入れ実施の可能性も残しており、今
後の利用状況や地域の状況を鑑みながら検討していくと伺ったところである。
　今後も、大江戸温泉物語ホテルズ&リゾーツから施設の運営等について適宜情報収集していく。

【市長】
　コロナ禍では国や県が補助をする前に、花巻市独自で宿泊助成を行い約16億円の補助を行った。これにより、多くの市民に施設を使用していただき、施設の廃業や解雇が避けられた。
　また、令和４年から令和６年度にかけて、観光庁からの補助を受け、施設の改修できる制度があった。
　多くのホテルや旅館はこの制度を利用して、改修して宿泊単価の引き上げを行うことができ、売上がよくなっている。渡り温泉は改修をしなかったが、修学旅行生といった団体が多いため、宿泊
単価が低くても黒字であったと伺っていた。今回の売却について親会社から相談等はなかったと聞いている。
　当初、大江戸温泉物語は個人旅行者を対象としたグレードの高い経営になると伺っていたが、修学旅行生を受け入れると方針が変わってきている。日帰りで宴会を行うのは、人手が多く必要で
利益が少ないため、引き受けないというご意向があるみたいである。地元の宿泊施設には今後も経営を続けていただきたいと思っており、廃業になってしまうと廃墟となってしまうおそれがある。存
続するための経営方針については、理解しなくてはいけない。
　花巻の温泉は盛岡や雫石の温泉施設と比べて元気であり、市としてもありがたいことである。

　令和７年１２月１９日にグランドオープンした大江戸温泉Ｐｒｅｍｉｕｍ岩手花巻は、令和８年３月１日から湯のまちホット交流事業の温泉施設として利用可能となって
いる。渡り温泉時にあったステージのあるホールは、現在バイキング形式の食事会場となっていることから、現時点では地域の交流の場として利用できる設備はな
い。

完了

4 健康こども部
福祉部
地域振興部

完了

こども課
こども家庭センター
健康づくり課
地域医療対策課
国保医療課
定住推進課

少子化に対する支援策につ
いて

　市では少子化に対する支援策として、子育て支援と婚活支援につい
て具体的にどんな取り組みを行ってきて、どのような成果があったのか
伺いたい。さらに、今後どのような見通しをもってこの問題に取り組ん
でいくのか伺いたい。

【健康こども部長】
　まず、こども課、こども家庭センター、健康づくり課、地域医療対策課に関することについてご紹介する。
　令和６年に本市のまちづくりの指針として策定した、第２次花巻市まちづくり総合計画長期ビジョンでは、６つのまちづくり分野と、市におけるまちづくりに共通する課題として「人口減少対策」を最
も重要な課題と捉え、６つのまちづくり分野の政策を横断的に推進する「重点施策推進プロジェクト」として、「子ども・子育て応援プロジェクト」と「花巻で暮らそうプロジェクト」を設け、この２つのプロ
ジェクトによる人口減少対策に取り組むことにしている。
　このうち、「子ども・子育て応援プロジェクト」に位置付けている、主な子育て支援事業のこれまでの取り組みとしては、令和６年度に「こども家庭センター」を新たに開設し、全ての妊産婦・子ども・
子育て世帯に対し、一体的に相談支援を行っており、関係機関と連携しながら必要な支援につなげているほか、産前・産後サポート事業や産後ケア事業等により、妊娠前から子育て期まで切れ
目のない支援を実施している。また、子育て世帯の経済的な負担の軽減を図るため、妊産婦が産科医療機関を利用する際に必要な交通費への補助や不妊治療費への助成、妊婦とこどものイン
フルエンザ予防接種費用の助成に加え、令和６年度からおたふくかぜの予防接種に係る費用の助成を行っている。
　さらに、第２子以降の３歳児未満の保育料の無償化や幼稚園及び保育園等の副食費の補助対象を第３子以降から全児童へ拡充し、第１子月額300円、第２子以降月額4,800円を上限として助成
している。保育園等を利用していない生後８週を経過し３歳未満の第２子以降を自宅で養育する家庭に対して、月額１万円の補助、ひとり親世帯に係る学童クラブ保育料の減免対象の拡大なども
行っている。
　また、安心して出産できる環境づくりのため、市内の産科医療機関が必要な医療スタッフを確保するための経費に対する支援を令和元年度から開始し、制度を拡充しながら支援を続けている。
支援内容は、市内の産科医療機関に就職した産科医師・助産師・看護師へ就職支援金を給付し、奨学金返還、家賃、３歳児未満の保育料のほか、医師は帰省の際の交通費を含めてそれぞれ最
大３年間支援する。医師については、４年目以降もさらに３年間継続して就労する意思がある方には支援を継続する。また、産科医療機関に対しては、医師、助産師、看護師について紹介事業者
を通じて確保した場合に支払う手数料が高額のため、市ではその半額を補助している。これまでにこの制度を利用して市内産科医療機関に就労した産科医師は２名、助産師は５名であり、当該医
療機関は患者からの評判も良く、昨年は市の出生数356人のうち約半数の168人の分娩を取り扱っていただいている。
　さらに、県立中部病院は県南の岩手中部・胆江・両磐地域をエリアとする周産期医療圏の拠点として、市内産科医療機関が扱う正常分娩よりもリスクの高い出産に対応している。令和元年度に
東北大学が中部病院に派遣していた産科医師３名を年度末で引き上げる意向を表明した際、市では中部病院の産科の存続のため、北上市とともに岩手県とさらに岩手医科大学と協議・要望を重
ね、岩手医科大学のご英断により、令和２年４月から東北大学に代わり産科医師を派遣していただけることとなり、その後、岩手医科大学からは中部病院へ切れ目なく産科医師を派遣していただ
いている。昨年、中部病院での花巻市民の出生数は44人であり、同病院の産科を維持することができたのは、大きな成果であったと考えている。しかしながら、中部病院では医師の退職及び移動
により、今年４月から産科医師が昨年度より１名減の４名体制となり、それまでの５名体制と同様の分娩受入れや手術の対応が難しい状況となっていることから、市では、中部病院の産科医師を５
名を速やかに確保した上でさらに増員を図るよう、市長が県知事に対して直接、要望を行ったところである。
　今後の取り組みとしては、先ほども申し上げた「重点施策推進プロジェクト」として、「子ども・子育て応援プロジェクト」と「花巻で暮らそうプロジェクト」により、人口減少対策を引き続き取り組むこと
としている。「子ども・子育て応援プロジェクト」は、本市の少子化傾向に歯止めをかけることを目指し、令和８年４月開所に向けて市内２つの保育園、幼稚園の施設整備に対し補助を行っている。
また、学童クラブについては令和７年度から新たに２か所開設し、児童の放課後等の居場所づくりを行い、安心して子育てができる環境づくりを行っているところである。
　産後支援の更なる充実を図るため、宿泊型の産後ケアサービスの導入に向けた検討を、事業者と進めている。また、乳幼児の健康維持促進のため、新たに５歳児検診の実施の準備を進めてい
るところである。地域の周産期医療の維持確保のため、市内産科医療機関のご意見を伺いながら、産科機能を維持するために必要な支援の充実を図っていく。また、令和６年度から始まった医
師の働き方改革により、今後、県内でも産科医師の不足がより顕在化し、出産を扱う医療機関の集約化が進むことが見込まれることから、市では岩手県に対して県立中部病院の産科医師を増員
するとともに、同病院に新生児集中治療室（NICU）を整備し、小児科機能の拡充による周産期医療体制の充実が図られるよう要望しているところである。
　さらに、花巻市の健康増進計画である「第３次健康はなまき２１プラン」において、感染症対策の分野を設けており、市では、感染症とその予防法について普及啓発を図り、適切な時期に予防接
種を受けることにより、安心して子育てができる環境づくりを進めていく。
　このような取組を今後も継続、拡充して、あるいは新たに事業を立ち上げて実施し、子どもや子育て世帯に対する切れ目のない支援を通じて、子どもを産み育てたいという希望が叶えられ、子ど
もが健やかに成長できる環境づくりを行うことで、全国的に少子化が急激に進んでいる中で本市の少子化傾向に少しでも歯止めをかけることを目指していく。

【福祉部長】
　子どもに対する医療費助成についてご説明する。花巻市では、岩手県が行う医療費助成に市独自の上乗せを行い、医療費助成の拡充に努めてきた。
　子どもに対する医療費助成については、県が定める未就学児と小学生の入院のみを対象としており、所得制限も設けている。それに対し、花巻市では市独自として、令和５年８月から小学生か
ら高校生等まで所得制限を撤廃し、市内全ての子どもを対象としている。医療機関に支払う自己負担額についても、県の基準では３歳未満については自己負担なし、３歳以上については１医療機
関１月あたりの入院の場合は5,000円、入院外通院等の場合は1,500円としているが、当市では未就学児については自己負担なし、小学生から高校生までについては入院の場合2,500円、入院外
通院等の場合750円自己負担額を減額している。
　妊産婦に対する医療費助成についても、自己負担額を県の基準の入院5,000円、入院外通院等1,500円をそれぞれ入院2,500円、入院外通院等750円自己負担額を減額している。市独自として、
令和６年４月から所得制限を撤廃し、全ての妊産婦が医療費助成を受けられるように制度の拡充を行った。
　子ども及び妊産婦の医療費助成は、安心して子どもを産むことができ、全ての子どもの健やかな成長に繋がる重要な施策であることから、個々の自治体や一地方だけの対策によらず全国一律
の制度とすべきと考えるので、国が主体となって18歳到達年度末までの子どもと妊産婦の医療費を完全無償化とする「全国一律の医療費助成制度」を創設するよう国に要望している。

【地域振興部長】
　婚活支援についてご説明する。市では「市内で婚活イベント等を行う団体に対する支援」と「結婚を望む市民への支援」の取組を行っている。
　まず、市内で婚活イベント等を行う団体に対する支援は、市内外の婚活支援団体や県が実施する婚活イベントを、市のホームページや広報等で周知する形で支援を行っている。また、市内の婚
活支援団体等の仲介によって結婚した夫婦が花巻市民である場合に、その婚活支援団体等に奨励金を交付している。
　結婚を望む市民への支援は、令和７年度からは、結婚を望む若者に出会いの機会を提供している「いきいき岩手結婚サポートセンター」通称I－サポへ市民の方が登録する際の登録料１万円を
全額補助している。I-サポでは、自宅のパソコンやスマートフォンで面談や条件に合ったお相手のマッチングを行い、双方の合意があればセンタースタッフの立会いの下お見合を行っている。会員
数は令和７年６月末現在で男性651人、女性292人、合計943人となっており、市内のみで探すより条件にあった方に巡り合える可能性が高いと考えている。
　また、令和６年度には、全国で婚活イベントの実績がある事業者による婚活イベントを12月と２月の２回、市内で開催した。参加者は１回目が男性10名女性８名合計18名、２回目は男性女性とも
に８名合計16名、延べ34名の方に参加していただいた。さらに、市内の婚活団体の方もオブザーバーとして参加していただき、イベント開催のノウハウを見ていただいた。市内婚活団体からは、自
分たちが行うイベントには参加実績のない方の参加が多かったことから、ＳＮＳによる情報発信が参加者の増加に効果的であると実感できたと伺っている。
　また、直接的な婚活支援策ではないが、結婚された方の新生活の支援として、「結婚新生活支援補助金」制度を設けている。これは、婚姻に伴う新生活に係る経済的負担の軽減を図るもので、
住居費、引越費用等に対し補助金を交付しており、夫婦共に39歳以下であれば最大30万円、29歳以下であれば最大70万円（令和５年度までは60万円）を補助している。
　実績としては、令和３年度19件、令和４年度28件で、令和５年度からは夫婦の合計所得の要件が400万円から500万円に緩和し、令和６年度からは、夫婦がともに29歳以下であれば、10万円を
加算することとしたことなどもあり、令和５年度32件、令和６年度33件と、この補助金を活用して新生活を迎えられる市民の方は増えてきている。
　結婚に関する今後の見通しとしては、こども家庭庁などの資料によると、人口千人当たりの全国婚姻率は令和４年が4.1、令和５年が3.9、令和６年が4.0と令和６年は若干の盛り返しが見られるも
のの、長期的には下がっていく傾向にあるものと考えている。
　こども家庭庁の資料によると、25歳から34歳の未婚者に独身の理由として最も多い答えが、男女ともに「適当な相手にめぐりあわない」で、次いで「自由さや気楽さを失いたくない」「まだ必要性を
感じない」であった。「適当な相手にめぐりあわない」具体的な内容としては、男女ともに「そもそも身近に自分と同世代の未婚者が少ない・いないため、出会いの機会がほとんどない」が最も高く
なっている。
　市としては、適当な相手のめぐりあう可能性を広げるため、より広域的な出会いの場を広げる取り組み、例えば、今年度からスタートしたI-サポ登録料の補助など継続して行い、結婚を望む市民
の方の出会いの機会創出について市内婚活団体等の意見も取り入れながら、行ってまいりたいと思う。

【健康こども部】
　令和６年に本市のまちづくりの指針として策定した、第２次花巻市まちづくり総合計画長期ビジョンでは、６つのまちづくり分野と、市におけるまちづくりに共通する課
題として「人口減少対策」を最も重要な課題と捉え、６つのまちづくり分野の政策を横断的に推進する「重点施策推進プロジェクト」として、「子ども・子育て応援プロ
ジェクト」と「花巻で暮らそうプロジェクト」を設け、この２つのプロジェクトによる人口減少対策に取り組むことにしている。
　このうち、「子ども・子育て応援プロジェクト」に位置付けている、主な子育て支援事業のこれまでの取り組みとしては、次のとおり。
　こども家庭センターにおいて、全ての妊産婦・子ども・子育て世帯に対し、一体的に相談支援を行っており、関係機関と連携しながら必要な支援につなげているほ
か、産前・産後サポート事業や産後ケア事業等を通じて、妊娠前から子育て期まで切れ目のない支援を実施している。また、妊産婦の産科医療機関利用時の交通
費補助や不妊治療費への助成を行い、子育て世帯の経済的負担軽減に努めている。産後支援の更なる充実に向けて、令和8年度に宿泊型の産後ケア施設1施設
及び日帰り型の産後ケア施設1施設が新たに開設される予定である。また、乳幼児の健康維持促進のため、令和8年度から新たに5歳児健診を実施する。
　さらに、第2子以降の3歳児未満の保育料の無償化や幼稚園及び保育園等の副食費の補助対象を全児童に拡充しています。第1子月額400円、第2子以降月額
4,900円を上限として助成している。また、保育園等を利用していない生後8週を経過し3歳未満の第2子以降を自宅で養育する家庭に対して月額1万円の補助を行っ
ているほか、ひとり親世帯に係る学童クラブ保育料の減免対象の拡大も行っている。
　また、安心して出産できる環境づくりのため、市内の産科医療機関が必要な医療スタッフを確保するための経費に対する支援を継続している。産科医療機関に就
職した産科医師・助産師・看護師へ就職支援金を給付し、奨学金返還、家賃、3歳児未満の保育料のほか、医師は帰省の際の交通費を含めてそれぞれ最大3年間
支援しており、これまでにこの制度を利用して市内産科医療機関に就労した産科医師は2名、助産師は6名となっている。令和6年は市の出生数356人のうち約半数
の168人の分娩を取り扱っていただいているところである。
　県立中部病院については、周産期医療圏の拠点として重要な役割を果たしているが、産科医師の確保が課題となっている。令和6年の中部病院での花巻市民の
出生数は44人であったが、令和7年4月から産科医師が前年度より1名減の4名体制となり、さらに10月に医師1名が退職し3名体制となっており、令和6年度の5名体
制と同様の分娩受入れや手術の対応が難しい状況となっている。市では中部病院の産科医師5名を速やかに確保した上でさらなる増員を図るよう、市長が県知事
に直接要望を行っている。
今後も、地域の周産期医療の維持確保のため、市内産科医療機関の意見を伺いながら、必要な支援の充実を図っていきます。また、県立中部病院への産科医師
の増員、新生児集中治療室（NICU）の整備、小児科機能の拡充による周産期医療体制の充実を岩手県に要望していく。
　これらの取り組みを通じて、花巻市は安心して子どもを産み育て、健やかに成長できる環境づくりを今後も進めていく。全国的に少子化が急激に進む中で、本市の
少子化傾向に少しでも歯止めをかけることを目指し、子育て支援策のさらなる充実と拡充に努めてまいくものである。
　さらに、妊婦とこどものインフルエンザ予防接種費用の助成に加え、令和6年度からおたふくかぜの予防接種に係る費用の助成を行っているほか、令和8年4月か
ら、RSウイルスワクチン（母子免疫ワクチン）が予防接種法に基づく定期接種に位置付けられることから、生まれてくる赤ちゃんのRSウイルス感染を予防するため、
妊娠中の方を対象に無料でRSウイルスワクチンの接種を開始する。「第3次健康はなまき21プラン」において感染症対策の分野を設け、感染症とその予防法につい
て普及啓発を図り、適切な時期に予防接種を受けることにより、安心して子育てができる環境づくりを進めていく。

【国保医療課】
　花巻市では、岩手県が行う医療費助成に市独自の上乗せを行い、医療費助成の拡充に努めてきた。
　子どもに対する医療費助成については、県が定める未就学児と小学生の入院のみを対象としており、所得制限も設けている。それに対し、花巻市では市独自とし
て、令和５年８月から小学生から高校生等まで所得制限を撤廃し、市内全ての子どもを対象としている。
　医療機関に支払う自己負担額についても、県の基準では３歳未満については自己負担なし、３歳以上については１医療機関１月あたりの入院の場合は5,000円、
入院外通院等の場合は1,500円としているが、当市では未就学児については自己負担なし、小学生から高校生までについては入院の場合2,500円、入院外通院等
の場合750円自己負担額を減額している。

【定住推進課】
　婚活支援について、市では「市内で婚活イベント等を行う団体に対する支援」と「結婚を望む市民への支援」の取組を行っている。
　まず、市内で婚活イベント等を行う団体に対する支援は、市内外の婚活支援団体や県が実施する婚活イベントを、市のホームページや広報等で周知する形で支
援を行っている。また、市内の婚活支援団体等の仲介によって結婚した夫婦が花巻市民である場合に、その婚活支援団体等に奨励金を交付している。
　結婚を望む市民への支援は、令和７年度からは、結婚を望む若者に出会いの機会を提供している「いきいき岩手結婚サポートセンター」通称I－サポへ市民の方
が登録する際の登録料１万円を全額補助している。I-サポでは、自宅のパソコンやスマートフォンで面談や条件に合ったお相手のマッチングを行い、双方の合意が
あればセンタースタッフの立会いの下お見合を行っている。会員数は令和８年２月末現在で男性576人、女性241人、合計817人となっており、市内のみで探すより条
件にあった方に巡り合える可能性が高いと考えている。
　また、令和６年度には、全国で婚活イベントの実績がある事業者による婚活イベントを12月と２月の２回、市内で開催した。参加者は１回目が男性10名女性８名合
計18名、２回目は男性女性ともに８名合計16名、延べ34名の方に参加していただいた。さらに、市内の婚活団体の方もオブザーバーとして参加していただき、イベン
ト開催のノウハウを見ていただいた。市内婚活団体からは、自分たちが行うイベントには参加実績のない方の参加が多かったことから、ＳＮＳによる情報発信が参加
者の増加に効果的であると実感できたと伺っている。令和８年度においても婚活イベント１回を開催する予定である。
　また、直接的な婚活支援策ではないが、結婚された方の新生活の支援として、「結婚新生活支援補助金」制度を設けている。これは、婚姻に伴う新生活に係る経
済的負担の軽減を図るもので、住居費、引越費用等に対し補助金を交付しており、夫婦共に39歳以下であれば最大30万円、29歳以下であれば最大70万円（令和５
年度までは60万円）を補助している。
　実績としては、令和３年度19件、令和４年度28件で、令和５年度からは夫婦の合計所得の要件が400万円から500万円に緩和し、令和６年度からは、夫婦がともに
29歳以下であれば、10万円を加算することとしたことなどもあり、令和５年度32件、令和６年度33件、令和７年度34件と、この補助金を活用して新生活を迎えられる
市民の方は増えてきている。
　結婚に関する今後の見通しとしては、こども家庭庁などの資料によると、人口千人当たりの全国婚姻率は令和４年が4.1、令和５年が3.9、令和６年が4.0と令和６年
は若干の盛り返しが見られるものの、長期的には下がっていく傾向にあるものと考えている。
　こども家庭庁の資料によると、25歳から34歳の未婚者に独身の理由として最も多い答えが、男女ともに「適当な相手にめぐりあわない」で、次いで「自由さや気楽さ
を失いたくない」「まだ必要性を感じない」であった。「適当な相手にめぐりあわない」具体的な内容としては、男女ともに「そもそも身近に自分と同世代の未婚者が少
ない・いないため、出会いの機会がほとんどない」が最も高くなっている。
　市としては、適当な相手のめぐりあう可能性を広げるため、より広域的な出会いの場を広げる取り組み、例えば、今年度からスタートしたI-サポ登録料の補助など
継続して行い、結婚を望む市民の方の出会いの機会創出について市内婚活団体等の意見も取り入れながら、行ってまいりたい。
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